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研究成果の概要（和文）：研究初年度、研究分担者の辞退（細谷と田中の2名）により人員交替や研究体制の変
更があり、また次年度以降は新型コロナウイルス感染症の制約もあった。しかし、教材の収集は順調に進み、国
家試験合格を目指すための過去問解説ビデオ（2年分）、介護福祉の基礎知識、介護福祉に特化した日本語、介
護職の専門性や職業能力に関するビデオ教材の試作品が完成させた。H30年には兵庫県福祉課の依頼でWeb教材の
試作品を施設関係者に紹介できた。
パンデミック中は教育効果の測定のためにインドネシア協力校からのデータ収集が課題となったが、今後は引き
続き学術的な発表やフォーラムを通じてこれらの知見を広める予定である。

研究成果の概要（英文）：The COVID-19 pandemic presented significant limitations to our research 
activities. However, we managed to collect materials and produce video explanations for two years' 
worth of past exam questions. These videos covered national certification exams, foundational 
knowledge in caregiving and welfare, specialized Japanese language for caregiving, and the 
professional expertise of caregivers. In 2018, we introduced our prototype to facility staff 
employing EPA care worker candidates, gathering feedback through a questionnaire for necessary 
improvements. 
Collecting on-site data from partner schools to measure educational impact proved challenging during
 the pandemic. Although not included in this report, we plan to disseminate these findings through 
academic presentations and forums.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
介護福祉士国家試験ではEPA候補者のために病名などに英語併記が導入された。このようなe-Learning教材の利
用により、英語を介入言語として使用することで、より効率的な学習が可能である。また、EPA介護福祉士候補
者は訪日前に自国で過去問題の内容を把握し、効果的な学習がでる。これにより、途中で挫折して帰国する候補
者の数を減らすことが期待さる。さらに、試験不合格後に再受験を目指す候補者にも有用です。国内外や時間の
制約なく、EPA候補者だけでなく日本人介護福祉士候補者の自主学習を支援し、質の高い介護人材の安定的な供
給に寄与する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

日本は少子高齢化の時代を迎え労働力の減少は避けられない状況となってきた。医療や介護

の現場においては、特に切実な問題であり、中でも介護福祉士の不足は深刻な事態に陥っている。

高齢者の比率が急増するため介護士の需要はますます増加する。その一方で介護士は慢性的な

人手不足に陥っている。厚生労働省によれば、この介護士不足は地域による格差の問題ではなく

全国的な不足であり 1)もはや潜在介護士に頼ることも期待できない 2)。供給側から見て国内の介

護福祉士の確保は非常に難しい状況であると言わざるを得ない。この問題に対し残された解消

方法が、海外からの労働力の受け入れである。2006 年に日比間の EPA に基づき、日本政府は介

護福祉士候補者の受け入れに署名した。これにより外国人労働者は、国家資格を取得し介護福祉

士としての職に就けば、無期限で日本に滞在することができるようになった。ただし現在、次の

ような条件が EPA 介護福祉士候補者に付加されている。協定に基づき入国する外国人介護士候

補者は受け入れ施設で就労しながら国家試験の合格を目指した研修を受ける。具体的には国際

交流基金で 6 ヶ月間、日本語と介護の研修を受ける。その後、介護関連施設で就労を行いなが

ら、国家試験合格を目指すとなっている。つまり EPA 介護福祉士候補者にとって滞在上限 3 年

ないし 4 年間で、介護福祉士国家試験に合格しなければならず、不合格者は帰国することになる

（条件を満たせば滞在の延長は可能）。日本政府のみならず受け入れ施設にとっても労働報酬を

支払い、国家試験合格を目標とした適切な研修を実施することが要求されているため、合格しな

かった場合はかなりの「経済的損失」（渡航費や研修費などの関連経費（08 年度予算）は 19 億

円）となる 3)。2012 年度の初の受験となった介護福祉士国家試験の合格率は、37.9％(受験者数

95 人・合格者数 36 人)であった。同年度の看護師試験で同じ EPA に基づく受験者の合格率が

11％だったのに比べると、高く思われるが、EPA の受験者の 6 割は「不合格」という現状であ

る。受入れ当初に比べれば、合格率は年々上がってはきているとはいえ 4)、被介護者へ質の高い

介護を提供するどころか、スタート地点にも立てていないのが現状である。受入れ施設への聞き

込み調査でわかったことは、国際交流基金の 6 ヶ月間の日本語研修後の EPA 介護福祉士候補者

の日本語習得レベルは、あいさつ程度でしかなく、国家試験の取り組みどころではないという状

況であった。そこで EPA が定める語学研修期間が半年しかないことが、問題視され始めた。つ

まり外国人就労者にとって 3～4 年の滞在期間に就労しながら日本語学習や異文化理解に加え専

門的知識を学習し、国家試験に合格するという計画は、幾多の隘路があり、中途挫折にも繋がり

やすい。実際、あと一歩で合格というところで、帰国されるケースも多い。また、日本の受入れ

施設が決まっていても、日本語で生活しながら国家試験に合格することがどれほど難しいかを

知り、辞退するケースもある。数は少ないが帰国後に、再受験を試みる EPA 候補者もいるが、

インドネシアには自律学習の手立てがない。ひとりでも多くの介護人材を確保しなければなら

ない逼迫した状況であるにもかかわらず、研修のために充実した教材やプログラムがないのが

現状である。国家試験合格を含めた質の高い介護人材の確保という目標に向けた効率的且つ効

果的な専門家養成プログラムの構築は必須である。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、EPA 介護福祉士候補者の滞在期間内の国家試験合格を支援し、また質の高

い介護を提供できる EPA 人材を安定的に確保することに目標を置いた多言語型（日本語・英語・

インドネシア語）自律学習教材コンテンツを拡充すると共に、その普及に努める。つまり、質の



高い人材の確保を最終目標に、受け入れ直後から EPA 介護福祉士候補者が貴重な戦力として即

座に協働できるように、また受入れ施設の投資(時間と資金など)が最小限で済むように、訪日前

から取り組みが可能となる情報通信技術(ICT)を利用した国家試験対策を含めた介護福祉士の

専門性と職業能力向上を目指した e-Learning 型教材の拡充と教育的効果の検証である。 

 

３．研究の方法 

 EPA 介護福祉士候補者の学習支援用にダイナミック教材を作成し、それを活用した時の教育

効果の検証をするため、１）国家試験の過去問のみならず、介護福祉に特化した日本語や介護職

の専門性や職業能力に関する教材などを充実させる。２）インドネシア国内において、独自のネ

ットワークを利用して、大学の看護学部や看護専門大学、高校を対象に、シンポジウムを開催す

るなどして、教材の教育効果を検証するための利用者を確保する。３）首都のジャカルタにも範

囲を広げる。４）既に日本で就労している EPA 介護福祉士候補者にも利用してもらえるように、

国内でも提供を試みる。５）収集したデータを用いて、教育的効果や学習の効率性などを分析し

教材の教育的効果の評価を行う。 

 

４．研究成果 

 研究期間中（H29～R2）、新型コロナウイルス感染症による影響が、研究活動に対して制約や

妨げとなったことを先に述べるとともに、そのような制約中にありながらも取り組まれた研究

とその成果の内容については以下のとおりである。 

初年度は研究分担者 2 名（田中、細谷）の辞退があり、新たに研究人員の確保および役割分担の

見直しを迫られるなど研究体制を新たに立ち上げ直す必要が出て、当初計画した通りには進まなか

った。そのため教材に関して一部作成を業者に依頼したが、納品の完成度が思った以上に低かった

ため、新体制によるシステムの立ち上げに当初の計画予定を超える時間を要した。しかしながら最

終的には教材コンテンツのデータとなる素材の収集作業については順調に進み、最終的に国家試験

の過去問のみならず介護福祉に特化した日本語や介護職の専門性や職業能力に関する教材の試作

品を完成させることができた（図１）。教授資格がある看護師でなければ教えられない「医療的ケ

ア」の領域については、有資格者が担当した。新体制による新システムの立ち上げとコンテンツの

充実を図る中、H30 年 6 月に兵庫県福祉課から依頼を受け、試作品の内容について、EPA 介護福

祉士候補者を雇用している介護福祉施設関係者に紹介する機会に恵まれた。その際、試作品に対し

てのフィードバックをもらい、それらを参考に改善すべき部分を改善させた。 

開始後 2 年目以降は、インドネシア国内の協力大学、専門学校、高校などの教育機関を対象に、

試作教材の利用説明を含むシンポジウムの開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）の影響を受け、実施できなかった。オンライン開催などの可能性も探ったが、各国・

各教育機関はコロナウイルス対策に時間やリソースを割かざるを得ない状態であった。また、既に

日本で就労している EPA 介護福祉士候補者にも利用してもらえるように、国内でも提供を試みる

も、高齢者を扱う施設などは感染対策が厳しく、時間的にも物理的制約が壁となった。さらに、2022

年日本政府が「まん延防止等重点措置」を解除した後も、インドネシアの状況は改善されておらず、

実現は難しかった。このように数年間、一時研究が停滞したが、最終年度にジャカルタの送り出し

機関のひとつとオンライン会議を持つ機会に恵まれ、試作教材の教育的効果の検証のための協力を

得ることができた。教材の教育効果を検証するために、データの収集および分析結果については、

関係学会で引き続き、発表・報告する予定である。 

 



 

（図１）Web 教材の画面 

 

 

図２ 国家試験対策講座および医療に関する基礎知識に関する講座の教材画像サンプル 

 

 

図３ Web 教材で使用されている日英バイリンガルによる資料サンプル 
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